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   ＜あらまし＞ ICT 支援員の業務は主に学校で教員，児童生徒を対象としている．そのため，ICT 支

援員の学校理解は必須であると考えられ，授業に関わることも多い．しかし，ICT 支援員の研修は，「教

育委員会では難しい」ため業務を受注した業者が実施していることもある．そこで，これら研修に自

治体の方針，学校事情等を理解している教員出身の指導主事が関わることが必要と考え，実践を行っ

た．その結果，・指導主事が関わった研修の理解度は高い・指導主事が ICT 支援員の研修カリキュラム

を教育委員会で作成することが必要だと考えた・ICT 支援員が知識を身に付けたうえで指導主事の指導

を受けることの効果が高いことが明らかになった．「チーム学校」の理念を実践していくうえでも指導

主事等の関わりの重要性が示唆された． 
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１．はじめに 

本研究の目的は ICT 支援員の資質の向上であ

る．本稿以前に以下 3 点を明らかにしてきた． 

・研修で実施した内容に自信を持つ(1) 

・自信のない内容を研修で補える(2) 

・研修カリキュラムが重要である(2) 

ICT 支援員は，学校に訪問し，授業時をはじめ

として児童生徒と深く関りを持つ．これらから，

ICT 支援員の資質向上にはその自治体の教育の

方針がわかり，教員としての実績を持つ指導主事

等の関りが必要だと予想される．本稿では，指導

主事が関わる研修の ICT 支援員の自己評価と行

動の変容を分析し研修の改善を目的とする．対象

は 地方自治体 A 市 (以下 A 市 )の ICT 支援員 

9 名と，ICT 推進担当指導主事（以下担当主事）

である．研修は ，2019 年 4 月～12 月の実践を

考察する．これは 2018 年度の実践を改善したも

のである．分析には ICT 支援員 ルーブリック (3)

と質問紙，ICT 支援員が訪問する毎に作成する

ICT 支援員訪問報告書（以下報告書）を使用した．  

 

２．改善した研修 
担当主事が 2019 年度の研修の指導に参加する

ことになった．4 月に打合せを行い，筆者が作成

した研修素案を担当主事が改訂した．改訂箇所は

表１３，６，７である．また，表１の６，７は ICT

支援員研修で初めて実施した内容である． 

２－１ 担当主事の参加 

表１ 2019 年度研修（予定） 

＃ 内容 日 ﾙｰﾌﾞﾘｯｸ 人数 

1 プログラミン
グ勉強・ロー
プレ 

4/12 3-1,3-2,
3-3 

8 

2 プログラミン
グロープレ 

5/16 2-1,2-3 8 

3 プログラミン
グロープレ 

6/13 2-1,2-3 7 

4 ディスカッシ
ョン 

7/16 1 全 7 

5 学校にある機
器接続演習 

8/20 1-6,2-1,
2-3,5 全 

8 

6 授業終了後の
助言ロープレ 

9/12 1-3,1-6,
2-1,2-3 

7 

7 ミニ研修ロー
プレ 

10/17 1-3,2-1,
2-3,3-3, 

8 

8 プログラミン
グロープレ 

11/14 5-1 7 

9 課題解決学習
体験 

12/12 2-1,2-3 9 

10 プログラミン
グロープレ 

1/16 3-1,3-2 未実
施 

11 年度更新説明 
説明ロープレ 

2/13 2-1,2-3 未実
施 

12 次年度に向け
て打合せ 

3/12 1-3,1-6,
4-3,4-4 

未実
施 



担当主事が表１の２，６，７の指導に参加した．

10 も参加予定だったが，GIGA スクール構想関

連の急な出張で参加できなかった．担当主事が担

任や教務主任役を演じ，ICT 支援員が教員に話し

かけるロールプレイを実施した．担当主事からは

ICT 支援員に直接フィードバックがあった．他の

研修は筆者が指導した． 

 

３．分析と評価 
３―１ 分析対象 

コミュニケーションに関するアンケートとル

ーブリックは４回実施した．2018 年 12 月，2019 

年４月，７月，12 月である．ICT 支援員に入れ

替わりが発生したため，４回連続して回答した５

名を抽出して分析した． 

研修に関する質問紙は，研修の事前アンケート，

振り返りアンケートを９回実施した．研修実施１

か月後の事後確認アンケートを６回実施した． 

担当主事のアンケートは 2019 年５月，９月，

2020 年１月の３回実施した． 

ICT 支援員報告書は 2017 年 4 月 1 日~2019

年 11 月 30 日 9031 枚を対象とした． 

ICT 支援員の人数が少ないため，統計的な分析

はできなかったがこれらの結果から傾向につい

て分析した． 

 

３―２ 質問紙詳細 

コミュニケーションに関するアンケートは，

様々な場面の項目を利用した(4)(5)(6)．研修に関す

るアンケートは鈴木(7)等を利用し，筆者が再構成，

作成した．担当主事へのアンケートは文部科学省

(8)等を利用し，筆者が再構成，作成した． 

 

３－３ 研修アンケート 

 図１は筆者が，図 2 は担当主事が指導した研修

である．図２の ICT 支援員の意識の変容が大き

い．図１はプログラミングに関する３回目の研修，

図２は担当主事の希望で初めて実施した授業を

見た後担任に話しかける研修である． 

担当主事は「ICT 支援員に期待するのは授業後

に話しかけること」と説明し，担任役でフィード

バックを実施した．振り返りアンケートの自由記

述には「「お忙しいところ申し訳ありません」が

常套句になっていたが，「お疲れ様です」にすぐ

に切り替える」等とあった．先生にどのように話

しかければよいか具体的なフィードバックがあ

ったため，ICT 支援員もイメージが掴みやすく，

担当主事の言葉には説得力があったと言える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１ 4 月プログラミングをコンピューターを使っ

て行う理由をお話しできそうですか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２ 9 月授業を見た後，ICT 機器の活用に関して

担任の先生に話しかけられそうですか 

 

３－４ ICT 支援員ルーブリック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ICT支援員ルーブリック分類毎 2以上を付け

た割合 

 図３，担当主事が研修に３回関わった後の第４

回の結果を見ると，自信を持ったと言える．特に，

学習者支援に関しては抽出した５名全員が「教職

員と連携して業務ができる」あるいは「教職員に

対して専門的な立場でアドバイスできる」を選択

した．担当主事の指導で「教員に話しかける」こ

との重要性を実感した ICT 支援員が，実際に話



しかけた結果，「連携して」学習者支援を実施で

きたという自信につながったのではないかと考

えられる． 

 

３－５ ICT 支援員報告書時間数 

 ICT 支援員に自信が付いたのなら，報告書に変

化が現れるはずである．総時間数は年によってば

らつきがあるため，支援時間の割合を比較した． 

 授業準備の割合が増加し，ホームページ作成支

援の割合が減少した． 

 授業準備は 2017 年 7.1%，2018 年 9.4%，2019

年 12.0%と増加した．学校に訪問した際教員と打

ち合わせを行い，ICT 支援員が考えてきた以上の

準備が必要になったという状況が考えられる． 

 ホームページ作成支援は 2017 年 12.2%，2018

年12.8%，2019年8.6%と減少した．この支援は，

教員からファイルを渡され，加工してホームペー

ジにアップロードするもので，教員と話をするこ

とはほとんどない． 

 つまり，教員と話して実施する支援が増えてき

ているのではないかと考えられる． 

 

３－６ ICT 支援員報告書ﾃｷｽﾄﾏｲﾆﾝｸﾞ 

 時間の割合に出ない変化が報告書のテキスト

にはあるのではないかと考え，テキストマイニン

グを実施し，共起ネットワーク図に表した．最も

支援時間の多い「授業支援」について，ルーブリ

ックで対象とした 5 名の報告書を確認した．A 市

固有名詞等 92 語を強制抽出語とし，頻出回数 50

回，上位 40 での結果である． 

 

図 4 2017 年 ICT 支援員報告書 

 

図 5 2018 年 ICT 支援員報告書 

 

図 6 2019 年 ICT 支援員報告書 

 

図 7 2019 年 ICT 支援員報告書上位 80 

図 4 では「子」「操作」「説明」が 1 グループに

なっている．ICT 支援員が子どもに操作説明の実

施をしていたことが読み取れる．「先生」は出現

していない．図 5 でば，「先生」「子」「操作」「説



明」が 1 グループになった．ICT 支援員が先生と

一緒に子どもに操作説明を実施し，使ったり練習

したりした状況を報告していると読み取れる． 

 図 6 では「子」と「先生」は関連していない．

図 7 になると関連している．操作説明や活用時だ

けではなく，それ以外の場面でも ICT 支援員と

教員が授業支援を実施していると考えられる． 

 

３－７ 担当主事アンケート 

後担当主事の意識が変容した．「ICT 支援員の

研修カリキュラムは誰が主体となって作成する

のがよいと思いますか」について「雇用者の ICT

支援員管理者」から「ICT 支援員が業務を行って

いる自治体の教育委員会担当者」となり，3 回目

には「雇用者の ICT 支援員管理者」と「ICT 支

援員が業務を行っている自治体の教育委員会担

当者」となった．また，「ICT 支援員はどのよう

な雇用母体が望ましいですか．予算の制約はない

ものとします」という問いに対しては，市町村と

いう回答が続いていたが，1 月には市町村と業者

の複数回答となった．研修を指導したことで，

ICT 支援員や管理者に関わり，ギャップを感じた

ことが意識の変容の主な要因であると考えられ

る． 

 

４．まとめ 
 本稿では，次の 3 点が示されたと考える． 

・担当主事が関わった研修の ICT 支援員の理解

度は高いということ． 

・担当主事が変容したこと．業者に任せきりにす

るのではなく，ICT 支援員と関わっていくことが

必要だと考えるようになったと考えられる． 

・研修で知識を身に付けたところに担当主事が具

体的な指導を行ったことが効果的だった 

ICT 支援員は 2018 年度から筆者が改善し続け

ている研修を受講し，ある程度必要な知識を身に

付けている状態だと考えられる．そこに，担当主

事が，具体的な指導を行ったことで ICT 支援員

が「腑に落ちる」経験をしたのではないかと考え

られる． 

研修に担当主事が関わることは，ICT 支援員，

担当主事双方に効果があると示唆された． 

本稿で得られたことを本研究に落とし込んだ． 

ICT 機器を導入する教育委員会が，主体的に関

わり，その思いを ICT 支援員に教育することが

必要である．それを理解した ICT 支援員が，学

校で教員を支援する．その際得た教員の声を教育

委員会に届ける．そうすればよりスムーズな活用

が進むのではないだろうか． 

ICT 活用は機器を整備しただけでは進まなか

った．機器がないのは論外だが，機器だけあって

も学校は疲弊し，活用できない． 

より良い授業を実施するために教員を支え，児

童生徒を支援する，担当主事と雇用者によって教

育された ICT 支援員の整備は，ICT 活用の一助

となると言えるのではないだろうか． 

ICT 支援員だけではなく他の専門家と教員出

身の指導主事との関りも重要であると想像でき

る．多くの大人の関りが「チーム学校」として機

能することを祈念し，ICT 支援員の研究を続けて

いく． 
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